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１. 背景と目的 

近年，災害被害低減対策の一環として，津波避難タワーの建設が行われている．これら多くは，災害時の

み避難することが出来る津波避難タワーであり，住民たちにとっては日常的に利用しないが，住民の防災意

識の高まりから避難場所の選択肢として認識されている． 

津波避難タワーの設置においては目安としての基準（津波到達時間と避難時間）が示され，自治体によっ

ては避難時間や距離を考えた配置を示しているが，実際の設置においては用地確保の問題から必ずしも理想

的な配置ができるとは限らない 1)．加えて，実際に津波避難タワーに避難する想定人数は行政側から公表さ

れておらず，発災時に避難者が殺到することなどが懸念される．したがって，津波避難タワーの定員を加味

した近隣住民への避難行動に関する情報提供をする必要がある．  

そこで，住居の配置や周辺の道路状況から津波避難タワーを活用し得る人口を地区別避難距離に基づいて算

出し，津波避難時における問題点を明らかにすることで，災害時に行政がどう対処すべきかを検討する． 

２. 既存の想定 

(1)香南市の概要と被害想定 

香南市は旧 5 町村の合併で構成されており，その内旧 4 町村が沿岸部に面している．香南市の人口は 33,533

人，総面積は 126.49 ㎞ 2，人口構成は 14 歳以下の割合が 12.6%，15~64 歳の割合が 56.0％，65 歳以上の割合

は 31.4%である 2)． 

沿岸部における最短津波到達時間は，旧夜須町エリアの 10 分と想定されている 3)．そのため，沿岸部にお

いて甚大な津波被害が想定される． 

(２)高知県での想定 

高知県では，内閣府の手法を基に，南海地震における被害想定を公表している 4)．それにおいて避難距離は，

直線距離の 1.5 倍で計算されており，道路情報や年齢別の歩行速度，世代別人口等は特に加味されていない． 

３. GIS を用いての地区別避難距離算出 

本研究で避難距離は，OSM(Open Street Map)

の道路情報を基に GISにて求めた． 

まず，香南市を 100m メッシュで分割し，各

メッシュの中心から津波浸水域外，津波避難

タワーのどちらが近いかを算出した．図 1 は

その過程であり、各メッシュ 1 つずつ避難距

離を算出した． 

その後，歩行速度を年齢別に設定し，15~64

歳は実測したデータを用いた．0~14 歳は 0~4

歳，5~9 歳，10~14 歳，65 歳以上は 65~69 歳，

70~74 歳，75~79 歳の各歩行速度の平均値を用

いた 5)． 

ここで，津波浸水域外には津波は到達しな

いという前提で考える． 
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図-1 QGIS での避難距離算出例 

 



４. 津波避難タワー有無での被害者及び避難者数と収容人数の比較 

(１)収容人数を考慮し

ない場合の被害者想定 

ここでは，収容人数を

考慮しない場合での津

波避難タワー有無によ

る被害者状況を算出した．表 1，2 より津波避難タワー有で被害者合計の減少が見受けられ，被害者を減らす

意味で津波避難タワーの優位性は確認できる．しかし，津波避難タワーの収容人数は考慮されておらず，各津

波避難タワーで人数超過が発生している可能性が考えられ，それを踏まえた検討が必要である． 

(２)収容人数を考慮した場合の各津波避難タワーへの避難者数 

各メッシュが占める人口を香南市のデータを基に，年齢別に算出する．算出方法は，地区ごとの人口とメッ

シュサンプル数を割った値(メッシュ 1つあたりに占める各地区の人口)とした．津波避難タワーに避難した人

数とその収容人数を比較し，超過人数を算出した．その結果が表 3 である．6 つの避難タワーで収容人数超過

が発生した． 

(３)津波避難タワーへの避難を最小限とした場合の避難者数 

超過を少なくするため，津波避難

タワーへ避難した人の中で，津波浸

水域外への避難に変更する人を選定

する．手法は，津波避難タワーへの避

難距離と津波浸水域外への避難距離

の差を各エリアで足し合わせた平均

値未満とした．表 4 より，吉川 1，吉

川 8，赤岡 3，岸本 1 の 4つの津波避

難タワーで依然として収容人数を超

過することを確認した．超過人数を 0

人とするには，超過していない津波

避難タワーへ避難者を配分しなけれ

ばならない． 

５. 結論 

本研究では，津波避難タワーに避難可能な人全員が，津波避難タワーへ避難すると収容人数を超過する箇所

があると明らかになった．同時に，超過人数を 0 人とするためには，避難者配分が必要であることも明らかに

なった．それを踏まえて行政が出来ることとして，町内会別に避難場所を指定する，電柱や建物にエリアの津

波到達時間と最寄りの避難場所を記載すること．そして，津波避難タワーの利用を最終手段と住民に理解させ

ることである．津波避難タワーへ避難することによって，生じるリスク(人数超過やそれを防ぐための避難者

配分)を住民に理解させることで，津波避難タワーから避難所までの移動に関わる問題(津波避難タワー付近浸

水時における避難者の移動方法や精神的，肉体的疲労)を軽減できると考える． 
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表-4 目的地変更を含む津波避難タワーへの避難者数 

表-1 津波避難タワー無での被害者(人)  表-2 津波避難タワー有での被害者(人) 

 

 

表-3 最も近い津波避難タワーへの避難者数 


